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（ライブ中継）従来庁舎内テレビモニタ用に事務局で撮影していた本会議映像を議会事務局内のエンコードサーバでデジタル変換する。変換した映像は専用回線で委
託業者のホスティングサーバに送信され、アプリケーションサーバによって編集・デザインを施したフレームと一体にして、インターネット網に配信される。
（録画中継）上記ホスティングサーバに蓄積された映像データについて、定例会各日、運用基準に基づき委託業者に対して編集・加工の有無及び編集方法の指示を
行う。編集を施した映像は確認用映像をもって事前にチェックを行い、決裁の後、映像配信される（概ね１週間以内）。
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平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

2998-9256担
当
部
課

②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業

部課コード 400100 ℡

法定受託＋附加

事業コード
市議会インターネット中継事業

平成 28 年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

400102

①事務事業名

終了年度 年度

議会事務局

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 調査担当

なし

■ □ □

年度

42,495

→

事業の種別

地方分権節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針 なし

「開かれた市議会」が議会内外から求められる中、平成１３年に議会報・図書室委員会において、全会一致で本会議インターネット中継導入の意
向が確認された。以後、平成１９年度までシステム導入の必要性は認められたものの事業実施には至らなかったが、平成２０年度に新規事業とし
て財政担当にも了承され、導入に至る。

総合計画の体系 章 行財政運営 自治体としての自立性を確保します

アクセス

アクセス

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26 年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

1,792

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

市民を中心としたインターネット利用者（不特定多数） 平成

③
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インターネットを利用して本会議をライブ中継及び録画中継し、市民への議会活動の積極的な情報開示に寄与し、市政に対する参加を促す。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

48,761

3,706

人） （

0.23 人 1,992

≪会計種別≫ 一般会計

国・県支出金

3,476

一般財源

平成 26 年度

（

28

0.05

1,475

（ 0.00

27 年度平成

2,006

（千円） 年度 （千円）

1,890

1,470 1,714

（千円） 平成

件

事業費合計

正規職員人件費

人）

0.23 人

録画中継月間平均アクセス
件数

アクセス件数／月数 1,406

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

 
 
⑥
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果

2,402

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

ライブ中継定例会平均アク
セス件数

アクセス件数／定例会数

％ 達成率 111 83

　 項目名 項目説明

成果指標 アクセス件数

継続

平成27年度においては、音声が送出されないなどの不具合が生じたので、改善をする
必要がある。

4,266

実 績 4,063 3,541

アクセス件数（ライブ中継件数＋録画中
継件数）　前年比５％増

目標達成状況

現状
維持

その
他

拡大 縮小
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評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

議会事務局参事　梅﨑　恭子

終了

次年度予算

評価日 H28.8.17 評価者職氏名

理由
録画中継の配信は概ね1週間以内で行うが、できるだけ期間を短くできるよう委
託業者と調整していきたい。

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由 引き続き安定的な映像配信に努める。拡大 縮小

無

無
システム稼働による電力消費

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

今後は安定的なサービスの提供を続けていく。

平成27年度にマルチデバイス化などの機能追加を行い、スマートフォン・タブレット端末
での閲覧か可能となるよう機能追加を行った。またこれまで対応していなかったブラウ
ザでも閲覧することが可能となるため、アクセス数の増加が期待できる。また、運営にあ
たっては安定的な映像配信に努めるとともに、録画中継においては、配信までの期間の
短縮を目指し、事務の見直しや業者との調整を行っていく。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

ライブ中継のアクセス数は増えているが、録画中継のアクセス数が減ってい
る。

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化

※「財源内訳」について 


